
施策名 1-1-1　人権教育・啓発の推進

施策がめざす
三原市の姿 人権問題に対する理解と認識が深まり，市民一人ひとりの人権が尊重され，誰もが生き生きと生活できている。

１　現状と課題

Ｄ

Ｅ

２　基本方針

Ａ
一人ひとりがかけがえのない存在として尊重される差別のない社会を実現し，それぞれの個性や能力を活かして自己実現が達成できる社会
づくりに取り組みます。

Ａ
国際化，情報化，少子・高齢化などの社会構造の変化に伴い，人権に関する様々な問題が発生しています。また，インターネット上やＳＮＳ
（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）における無秩序な情報の氾濫は，差別事象や犯罪被害の背景となっています。

Ｂ 時代の変化に対応した人権研修会や講演会等を開催し，継続的に人権教育・啓発事業に取り組むことが必要です。

Ｃ 市民の人権に対する意識が高まる中，様々な問題の解決に向け，相談業務等の充実を図ることが必要です。

Ｅ

３　達成度を測る指標

指標名 初期値
直近の
現状値

H31目標値

Ｂ 各種人権講演会や研修会の開催，人権啓発指導員の派遣，人権擁護機関との連携などを通じて，人権教育・啓発を進めます。

Ｃ 相談しやすい窓口づくりとともに，人権相談員の能力向上に努めます。

Ｄ 地域交流事業を通じた地域に根ざした人権啓発を進めるため，人権文化センターの拠点機能の充実を図ります。

（１） 人権施策に対する市民満足度
10.3%

(H25年度)
13.3%

(H30年度)
上昇

（２） 人権学習・研修会（市主催・講師派遣）の年間受講者数
1,443人

(H25年度)
1,450人

(H29年度)

1,960人
(市主催：760人　講師派

遣：1,200人)

（５）

４　目標達成のための主な取組（予算事項） ５　目標達成のための取組のうち主な個別事業

（３）
人権学習・研修会（市主催・講師派遣）に参加し，人権問題に対する理解が深まった
受講者の割合

89.7%
(H28年度)

95.0%
(H30年度)

上昇

（４）

② 人権相談事業 人権相談を実施して，相談者の問題解決を図る。

人権相談事業

番
号

予算事項名 事業概要 個別事業名

① 人権啓発事業 人権に関する啓発・広報活動を実施する。

人権講演会等開催事業
人権啓発指導員による出前講座実施事業
人権の花運動実施事業

④

③
人権文化センター地
域交流事業

教養事業や文化事業を開催して地域住民と交流や親睦を通
じ，地域に根ざした人権啓発に取り組む。

地域交流事業
地域福祉事業

⑤
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Q１ この仕事は，誰のために，何をするのですか？ 

Q２ この仕事に，私たちの税金がどのように使われていますか？ 

Q３ この仕事が行われることによるメリットは？ 

Q４ この仕事はいつから始まり，また，見直しなどを行いましたか？ 

市民一人ひとりが人権の意義や重要性に対して，正しい知識を学んで

理解を深めてもらうため，講演会や出前講座などを行います。 

講演会の講師料，出前講座の講師をする人権啓発指導員の人件費，人

権擁護委員への補助等として使用します。 

講演会や出前講座を通じて，市民一人ひとりの人権問題に関する意識を

高め，理解を深めていくことで，互いの人権を尊重し合い，だれもがい

きいきと暮らすことができます。 

昭和 57年度に実施した「三原市民の同和問題についての意識調査」

の結果から，同和地区に対する差別意識が根強く存在していることが明

らかであったため，昭和 58年度から啓発計画を策定して啓発を進めて

きました。 

事業名：人権啓発事業 

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 
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（ ）

活動指標

人権啓発指導員による出前講座 3,081千円 開催件数・受講者数

人権の花運動（県受託事業） 95千円 学校数・参加児童数

事業費

尾道人権擁護委員協議会補助 359千円 委員数

三原市人権擁護委員会補助 345千円 委員数

インターネット・モニタリング（H31～） 87千円

財源合計 8,550 千円 8,642 千円 8,675 千円 9,174 千円

一般財源 8,456 千円 8,551 千円 8,584 千円 9,051 千円

0 千円 0 千円 0 千円

その他特財
0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他特財の内容

千円 9,174 千円

財源

内訳

国県支出金
94 千円 91 千円 91

総事業費 8,550 千円 8,642 千円 8,675

千円 123 千円

国県支出金の内容 　県支出金（人権啓発活動委託金）

地方債 0 千円

0.67 人 4,020 千円0.67 人 4,020 千円 0.67 人

千円 人 千円

人件費合計 0.67 人 4,020 千円

人 千円 人臨時職員等 人 千円

4,020 千円

4,020 千円 0.67 人 4,020 千円0.67 人 4,020 千円 0.67 人

コ
ス
ト

31年度（予算） 30年度（決算見込み） 29年度（決算） 28年度（決算）

事
業
費

事業費合計 5,154 千円

事業費内訳
（平成30年度分）

・人権講演会等　527,692円（10回）
　【講師謝金（264,862円）・手話通訳（12,350円）・舞台操作（51,400円）・委託料（199,080円）】
・人権啓発指導員による出前講座　3,043,540円　【指導員報酬2人分（3,043,540円）】
・人権の花運動　102,795円　【消耗品費（102,795円）】
・尾道人権擁護委員協議会補助　362,800円
・三原市人権擁護委員会補助　390,000円
・事務費　194,926円　【教材用雑誌購入・資料作成等】

人
件
費

担当正職員 0.67 人 4,020 千円

4,530 千円 4,622 千円 4,655 千円

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

目　的
（何のために）

　人権が尊重され，差別や偏見のない社会づくりを目指すため，市民一人ひとりに人権
に関する正しい認識を持たせ，理解を深める。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

市内に在住・在勤・在学している１０人以上で構成された
団体・グループなど，企業

対象者数（全住民に対する割合）

93,653 人 100 ％

関連事業
（同一目的事業等）

人権講演会（8回） 429千円 受講者数

事業内容

事務費 134千円

実施の背景
「女性」「子ども」「高齢者」「障害者」「同和問題」「アイヌの人々」「外国人」「HIV・ハンセン病疾患
等」をはじめとする様々な人権問題の解決に向けての取組が必要であり，高齢化・情報化等の
社会構造の変化に伴う新たな人権問題への対応も必要となっている。

上位施策事業名 １－１－１　人権教育・啓発の推進 担当局・部名 生活環境部

根拠法令等 部落差別解消推進法，三原市人権啓発指導員設置要綱 担当課･係名 人権推進課人権推進係

事業シート（概要説明書）

予算事業名 人権啓発事業 事業開始年度 昭和５８年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 平木

事業番号⑦ 平成31年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 人権啓発事業 事業開始年度 昭和５８年度

事業番号⑦ 平成31年度

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

出前講座等受講者数 人 474 1100 614 1000 798 900

人権の花贈呈者数・学校数 人 258 4 227 4 306 4

上昇

事業の自己評価
(今後の事業の方
向性、課題等)

・人権擁護委員と連携して，学校訪問による人権の花運動事業を継続して行う。
・講演会では，身近な人権問題をテーマにあげて，受講者数の増加と理解を深めること
を図る。
・企業への周知方法の変更により参加率が低下したため，周知方法の見直しが必要。
（文書郵送→FAX）
・講演会，出前講座の市民への告知や勧誘の方法の見直しが必要。

比較参考値
（他自治体での類
似事業の例など）

【人権講演会】福山市（6回），尾道市（2回），府中市（1回）
【講師派遣事業・出前講座】福山市，尾道市，府中市
【人権の花運動】福山市（21校），尾道市（4校），府中市（2校）

特記事項

10.0 上昇
人権施策に対する市民満足度
（市民満足度調査）

％ 13.3 上昇 9.9 上昇

2,763 2,405

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

講座等への参加者の理解の深まり，市全体の人権に対する意識調査の結果を成果として
捉えることで，人権が尊重された社会に近づいているかどうかを評価する。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ30年度 Ｈ29年度

単位当たりコスト
講演会・出前講座

に係る経費
／

講演会・出前講座
受講者数

円 3,815

Ｈ28年度

自分の人権が守られていると思う割合
（人権問題市民意識調査）

％ - - 29.1 上昇 35.1

15

尾道人権擁護委員協議会委員数 人 46 46 46 46 46 46

三原市人権擁護委員数 人 15 15 15 15

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ30年度 Ｈ29年度 Ｈ28年度

774 500

出前講座等開催件数 件 18 37 24 34 36 30

講演会受講者数 人 462 700 637 600

15

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。

(H29) (H15)

(H30) (H28) (H25)
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Q１ この仕事は，誰のために，何をするのですか？ 

Q２ この仕事に，私たちの税金がどのように使われていますか？ 

Q３ この仕事が行われることによるメリットは？ 

Q４ この仕事はいつから始まり，また，見直しなどを行いましたか？ 

生活上の問題や人権に関する問題で悩んでいる市民の皆さんからの相

談に応じて，アドバイスや指導を行っています。 

相談に対応する人権相談員の人件費です。 

人権に関する問題は人権の種類も多く，プライバシーに係るものが多

いため，どこに相談すればいいのかわからないまま問題を抱え込んでし

まいます。相談窓口では，人権に関する問題を抱える市民の，個々の相

談内容に応じて，関係機関と連携しながら，解決に導いたり，専門機関

を案内するなど，相談者の不安や心配事を解消しています。 

昭和 48年 3月から隣保館（現人権文化センター）事業の各種相談活

動として始まりました。平成 14年度に配置人数，平成 20年度に相談

員の名称統一・配置人数の見直しを行っています。 

事業名：人権相談事業 

ワ ン ポ イ ン ト 解 説 
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（ ）

財源合計 12,342 千円 12,137 千円 12,160 千円 12,042 千円

一般財源 8,438 千円 8,862 千円 9,021 千円 9,015 千円

0 千円 0 千円 0 千円

その他特財
0 千円 0 千円 0 千円 0 千円

その他特財の内容

千円 12,042 千円

財源

内訳

国県支出金
3,904 千円 3,275 千円 3,139

総事業費 12,342 千円 12,137 千円 12,160

千円 3,027 千円

国県支出金の内容 　県支出金（隣保館運営費補助金）

地方債 0 千円

0.41 人 2,460 千円0.41 人 2,460 千円 0.41 人

千円 人 千円

人件費合計 0.41 人 2,460 千円

人 千円 人臨時職員等 人 千円

2,460 千円

2,460 千円 0.41 人 2,460 千円0.41 人 2,460 千円 0.41 人

コ
ス
ト

31年度（予算） 30年度（決算見込み） 29年度（決算） 28年度（決算）

事
業
費

事業費合計 9,582 千円

事業費内訳
（平成30年度分）

人権相談員報酬（週5日，5人）
　日額8,040円×1,204日-4,140円（3時間欠勤分）＝9,676,020円
・人権推進課1人
・人権文化センター1人
・本郷人権文化センター2人
・大和人権文化センター1人

人
件
費

担当正職員 0.41 人 2,460 千円

9,882 千円 9,677 千円 9,700 千円

実施方法

■直接実施

□業務委託 又は □指定管理　（委託先又は指定管理者：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□補助金〔直接・間接〕（補助先：　　　    　　実施主体：  　　　 　　　）

□貸付（貸付先：　　　　　　　　　）□その他（　　　　　　　　　　　　）

事業内容
（手段、手法など）

事業内容

・人権問題に関する指導助言を行う。
・市民の相談に応じ,問題解決を図る。
・相談員の資質向上のため，研修やケース会議，庁内ネットワーク会議等に参加。

目　的
（何のために）

市民に対し，生活上の相談や人権に関わる相談に応じ，適切な助言指導を行う。

事
業
概
要

対　象
（誰・何を対象に）

市民
対象者数（全住民に対する割合）

93,653 人 100 ％

関連事業
（同一目的事業等）

実施の背景
人権に関する問題で悩んでいる市民の相談に応じるため，相談事業を実施している。また，相談
事業は，人権文化センター（旧隣保館）設置及び管理条例で示される基本事業の一つであり，必
須事業となっており，事業に対して県から補助金が支出される。

上位施策事業名 １－１－１　人権教育・啓発の推進 担当局・部名 生活環境部

根拠法令等
部落差別解消推進法，三原市人権文化センター設置及び
管理条例，三原市人権相談員設置要綱

担当課･係名 人権推進課人権推進係

事業シート（概要説明書）

予算事業名 人権相談事業 事業開始年度 昭和４７年度

事務区分 ■自治事務　　□法定受託事務 作成責任者 平木

事業番号⑧ 平成31年度

ここから成果指標を導きます。
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事業シート（概要説明書）

予算事業名 人権相談事業 事業開始年度 昭和４７年度

事業番号⑧ 平成31年度

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

/ / /

事業の自己評価
(今後の事業の方
向性、課題等)

・人権相談員による人権相談を継続して行う。
・人権相談員の資質向上のため，各種研修会の受講や定期的なケース会議による情報共
有等の取組をする。

比較参考値
（他自治体での類
似事業の例など）

・尾道市 人権相談員 　 　　週5日 3人（ 3施設各1人）
　※各施設の館長も相談業務を兼務（各1人）
・福山市 コミュニティ主事　週5日42人（14施設各3人）
　※施設管理・運営業務の中で相談業務を含む
・府中市 0人（人権擁護委員による人権相談のみ）

特記事項

窓口での相談以外の業務
・周辺地域巡回業務（地域で生活，健康等に不安を抱えている人に，定期的に自宅訪問や電話連
絡をして，近況確認等を行う。）
・人権文化センター業務（運営・管理）の補助。

10.0 上昇
人権施策に対する市民満足度
（市民満足度調査）

％ 13.3 上昇 9.9 上昇

8,805 8,397

事
業
成
果

成果目標
（指標設定理由等）

本来，相談に応じ指導・助言したことにより，「市民が抱える人権に関する問題が，ど
れだけ解決につながったのか」を成果として捉えるべきであるが，その数値を把握する
ためには，相談者に追跡調査を実施する必要があるため，現実的には困難と考える。
よって，定期的に調査している市民満足度調査の結果を成果目標に設定。

成果
（目標達成状況）

【成果指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ30年度 Ｈ29年度

単位当たりコスト 総事業費 ／ 相談件数 円 10,722

Ｈ28年度

相談による満足度（アンケート未実施） ％ - 80 - 80 - 80

事
業
実
績

活動実績

【活動指標名】（実績値/目標値） 単位 Ｈ30年度 Ｈ29年度 Ｈ28年度

研修・会議参加（相談員１人当たり） 回

相談件数 件

6 6 6

1,132 1,381 1,434

他自治体のみならず、国や都道府県、民間との比較も必要に応じて記載。

(H30) (H28) (H25)

8



9



10



11



12



13



14



15



16



憲法を学ぶ市民のつどい 

５月月月月１日日日日～～～～７日日日日はははは憲法週間憲法週間憲法週間憲法週間ですですですです。。。。 

このこのこのこの機会機会機会機会にににに「「「「憲法憲法憲法憲法」」」」についてについてについてについて一緒一緒一緒一緒にににに考考考考えてみましょうえてみましょうえてみましょうえてみましょう。。。。    

「憲法をめぐる議論には，東京などの大都市の視線を前提としたものが，

多く見受けられます。しかし，各地域の諸事情を踏まえると，また違っ

た憲法論が見えてきます。現代社会で起きている様々な地域問題への対

処方法を考えるうえでも，地域の視点から再度，憲法を見つめ直してみ

ませんか」    

と   き   平成 30 年 5 月 2 日（水）１8 時 3０分～20 時 00 分 

と こ ろ   中央公民館２階中講堂（円一町二丁目） 

演    題    「地域から考える憲法地域から考える憲法地域から考える憲法地域から考える憲法」    

講    演   広島大学大学院法務研究科   

               教授    新井
あ ら い

 誠
まこと

さん      

定    員   １５０人（先着順） 

   

 

 

主        催     三原市，三原市教育委員会 

問い合わせ先     人権推進課 TEL0848(67)6044 

 

    

～～～～プロフィール～プロフィール～プロフィール～プロフィール～    

1972197219721972年，群馬県生まれ年，群馬県生まれ年，群馬県生まれ年，群馬県生まれ。。。。慶應義塾慶應義塾慶應義塾慶應義塾大学大学院法学大学大学院法学大学大学院法学大学大学院法学研究科研究科研究科研究科後期博士課程単位取得退学，博士。後期博士課程単位取得退学，博士。後期博士課程単位取得退学，博士。後期博士課程単位取得退学，博士。    

2010201020102010年，広島年，広島年，広島年，広島大学大学大学大学大学院法務研究大学院法務研究大学院法務研究大学院法務研究科科科科准教授，准教授，准教授，准教授，2011201120112011年から年から年から年から現職現職現職現職。。。。専門は憲法学。専門は憲法学。専門は憲法学。専門は憲法学。    

    

入場無料 
申し込み不要 

直接会場へ 

お越しください。 
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「三原市登録業者等人権問題研修会」 

開催のお知らせ 
 

 

１ 目 的：市民一人ひとりの人権が尊重され，すべての市民がいきい 

きと生活できるまちづくりの実現を目的に「三原市登録業者 

等人権問題研修会」を開催します。 

市民の方の聴講も可能です。ぜひ，ご参加ください！ 

２ と き：平成３０年１０月３日（水） 

１４：００～１５：３０ 

３ ところ：リージョンプラザ文化ホール 

（三原市円一町二丁目１番１号） 

４ 演 題：「企業と人権 

～最近の差別事件から企業の人権取り組みを考える～」 

５ 講 師：大阪企業人権協議会サポートセンター 

 専任講師 金井 敬三（かない けいぞう）さん 

     

 ６ 定 員：４００人 

（主に企業関係者に参加案内をしていますが，当日先着順です。）  

 ７ 入場料：無料 申し込みは不要です。直接会場へお越しください。 

    ※駐車場は，近隣の市営円一町駐車場を御利用ください。駐車券 

２時間無料の手続きができます。 

 ８ 主 催：三原市 

 

 【問い合わせ先】 

三原市生活環境部人権推進課 

電話：0848-67-6044 

担当：梶迫，大森 
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平成30年度　人権相談員活動状況

①
生活の問題

②
健康の問題

③
教育・育児

④
就業

⑤
人権

⑥
その他

来訪 73 0 0 1 2 4 80

訪問 0 0 0 0 0 0 0

電話 6 0 0 2 0 2 10

計 79 0 0 3 2 6 90

来訪 1 2 0 0 2 1 6

訪問 36 116 4 4 0 28 188

電話 3 20 0 0 0 5 28

計 40 138 4 4 2 34 222

来訪 17 7 0 0 1 1 26

訪問 111 52 0 3 0 38 204

電話 7 4 0 0 0 4 15

計 135 63 0 3 1 43 245

来訪 18 8 2 0 1 0 29

訪問 106 69 5 0 2 38 220

電話 5 2 2 0 1 13 23

計 129 79 9 0 4 51 272

来訪 9 5 1 0 2 3 20

訪問 90 93 5 0 6 23 217

電話 45 21 0 0 0 0 66

計 144 119 6 0 8 26 303

来訪 118 22 3 1 8 9 161

訪問 343 330 14 7 8 127 829

電話 66 47 2 2 1 24 142

計 527 399 19 10 17 160 1,132

相談員C
（本郷Ｃ）

相談員D
（本郷Ｃ）

相談員E
（大和Ｃ）

計

合計
（件数）

活動
内容

相談員
氏名

相談員A
（本庁）

相談員B
（三原Ｃ）

相談指導
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平成 30 年度 人権相談員ケース会議内容 

 

○会議の目的 

相談事例の共有化を図ると同時に，今後の個々の相談事業に活かしていく。 

  人権相談員のスキルアップや相談ノウハウの習熟のために研修（伝達研修等）を実施す

る。（年 6 回，原則偶数月に開催） 

○研修内容（毎回相談事例の共有化は実施） 

4/23 研修 

講義：「悩み相談についての対応方法」 

～三原市職員人権問題研修会（中堅職員対象）より～ 

講師：三原市人権啓発指導員 橋本，山口 

 

6/29 研修 

    講義：「障害者差別解消法について」 

    講師：三原市社会福祉課 障害者福祉係長 中岡 

 

8/28 研修 

    講義：「地域で支えよう 高齢者の見守り」 

    講師：三原市社会福祉協議会 地域福祉課係長 吉川 

 

10/25 研修［伝達研修］ 

     2018年度中国ブロック隣保館連絡協議会スキルアップ研修会での講演 

     講義：「部落差別解消推進法の成立とヘイトスピーチとしてのインターネット 

上での『全国部落差別調査・復刻版』掲載」 

     講師：龍谷大学大学院 教授 金 尚均 

 

12/25 研修［伝達研修］ 

平成 28 年度クレーム対応ダイジェスト研修の受講について 

 

3/11 研修［伝達研修］ 

    第 55回全国隣保館職員中国ブロック研修会（2018.11.22  岡山市） 

第 2 分科会：分科会のねらい（考え・発見する隣保館） 

    表題 「ＤＶ被害を受けていた外国人母子の自立支援」  

事例発表者 坂本真理子（鳥取市高草人権福祉センター 

藤本千里（鳥取市中央人権福祉センター） 
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